
 ３方式に移行した市町村への課題等の把握（※）

 ３方式に対する全市町村への意向照会

 ３方式移行への各市町村のシュミレーションの提案

 統一過程や時期等の方向性の提示

 市町村標準保険料率に合わせていく

 α＝０の課題の抽出・分析（※）

 医療費適正化のインセンティブをどう確保するか（※）

 α＝０の条件⇒医療費格差の許容範囲

 いつ、α＝０にしていくか（段階的ステップの設定）

 医療機関の偏在状況の把握（※）

 医療機関が少ない地域の医療費状況（※）

 入院費と医療機関の偏在との関連性の分析（※）

格差の許容範囲  医療費との関連性の分析結果からの考察

 収納率が低い要因調査・考察（※）

 格差是正の取組みの検討（※）

 保険者規模別目標収納率の設定値をどうするか

 格差是正の取組み状況からの検討

 標準的な収納率の設定の検討・方向性の提示

 どの程度の格差なら統一は許容されるのか

 市町村の実施状況の把握（※）

 保健事業の範囲の検討(特定健診・保健指導のみか)（※）

 住民全体と国保被保険者との保健事業の区分け（※）

 保健事業と医療費の関連性の有無（※）

 １人当たり基準単価、統一的実施が望ましい事業の設定

 策定要領の作成・周知（※）

 対象市町村の認定・策定支援（※）

 いつまでに完全解消するのか（※）

 決算補填目的外の繰入れの確認（※）

 保険料統一までの方向性及びプロセスを示す

 統一後の課題［保険料収納不足分の取扱い・料率設定の仕方等］

 時期と具体策の検討（※）

 市町村の医療費と保険料の相関関係（※）

 納付金算定との相関関係（※）

 幅広く柔軟な対応策・スケジュール（※）

市町村交付分の公費  統一後、市町村に交付される公費の使途

他都道府県の状況  先進県の進捗状況や課題等の調査

 統一後も地単事業・任意給付を認めるのか

 認める場合は統一保険料にどう関係させるのか

 一部負担金・保険料の減免基準（※）

 短期証・資格証の交付基準（※）

 出産育児一時金を納付金に含めるか、金額の統一はするか

 葬祭費を納付金に含めるか、金額の統一はするか

注）…「具体事項」欄の（※）については、H30年度から検討（うち網掛け部分は30年度中での検討予定）

α値の引き下げ医療費水準の格差

医療提供体制の格差 医療費との相関関係

国民健康保険料（税）水準統一への課題・検討事項について

大項目 具体事項

算定方式の統一 ３方式への統一

中項目

出産育児一時金・葬祭費
の統一

保健事業の平準化 医療費適正化のインセン
ティブに資するもの

法定外繰入の解消 赤字解消計画の策定

各種基準の統一

地単事業等の整理

収納率向上対策

格差の許容範囲

収納率の格差

その他

ロードマップの策定

完全解消

内容の検討

医療費適正化のインセン
ティブ
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